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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

⑴ 対象地域 

構成市町村名  大垣市 

面    積  206.57㎢ 

人    口  158,676人（令和5年3月31日現在） 

 

大垣市（以下「本市」という）では、市単独でごみ処理を行う一方、表1及び別添1

に示す複数の一部事務組合に属し、廃棄物処理に係る事務等を行っている。また、平

成18年3月27日の市町合併によって旧上石津町及び旧墨俣町はそれまで加入していた

一部事務組合を脱退し、それら事務等を新市として引き継いでいる。なお、可燃ごみ

（もえるごみ）の搬入先は別添3に示すとおり、旧大垣市の国道21号線以北、旧墨俣町

は西濃環境保全センターへ搬入している。 

 

表1 各一部事務組合の概要 

 

⑵ 計画期間 

本計画は、令和6年4月1日から令和13年3月31日までの7年間を計画期間とする。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見

直すものとする。 

  

名称 構成市町 保有施設 

西濃環境整備組合 大垣市、瑞穂市、本巣市、 

神戸町、輪之内町、安八町、

揖斐川町、大野町、池田町、

北方町 

西濃環境保全センター 

屋内温水プールゆ～みんぐ 

西南濃粗大廃棄物処理組合 大垣市、海津市、養老町、 

垂井町、関ヶ原町、神戸町、

輪之内町、安八町 

西南濃粗大廃棄物処理セン

ター 

同最終処分場 

大垣衛生施設組合 大垣市、垂井町、関ヶ原町、

神戸町、輪之内町、安八町、

揖斐川町、大野町、池田町 

大垣衛生センター 
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⑶ 基本的な方向 

本市では、現在「大垣市一般廃棄物処理基本計画」を策定し、削減目標として、「一

人一日当たりのごみ総排出量」、「一人一日当たりの家庭系ごみ排出量」、「事業系ごみ

排出量」を設定している。減量化・資源化の推進や廃棄物の適正処理の具体的な取り

組みを行うことで、廃棄物の減量化や資源化を推進するとともに、長期的かつ総合的

な視点に立った循環型社会の形成を進めている。 

また、本市では国の掲げる3Ｒ「リデュース、リユース、リサイクル」に「リフュー

ズ」を加えた4つのＲにより、ごみ減量化を推進している。 

 

⑷ ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

岐阜県では、広域化・集約化を計画的に進め、循環型社会の実現を図るため、市町

村の意見等を踏まえながら「岐阜県ごみ処理広域化・集約化計画」を策定している。 

岐阜・西濃ブロックでは、令和12年度にごみ焼却施設が9施設とする計画であり、そ

の中で本市は単独でごみ処理施設を保有することになっている。 

なお、望ましい姿として岐阜・西濃ブロックでは、令和32年度に4施設となっている

ため、今後広域化に向けた協議・検討に取り組んでいくものとする。 

 

⑸ プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

住民がプラスチック使用製品の使用について関心を持ち、プラスチック使用製品廃

棄物の排出抑制につながる取組みや、リサイクル可能な認定プラスチック使用製品を

使用する意識啓発などごみ分別アプリやポスター等で発信・情報提供を行うと共に、

小学校や市民団体等と連携し環境学習を行う。 

従来よりプラスチック製容器包装廃棄物を分別収集し、大垣市リサイクルセンター

にて分別・圧縮梱包した後、容器包装リサイクル法に基づく指定法人に再商品化を委

託している。 

令和5年1月よりもえるごみ、もえないごみについて有料指定ごみ袋制度を導入し、

分別排出を促進するとともに適正処理に努めている。 

今後のコストや環境への影響等の情報収集を行い、財政状況等を踏まえながらプラ

スチック使用製品廃棄物とプラスチック製容器包装廃棄物の一括回収、再商品化につ

いて検討するため、プラ資源循環に関する調査研究を実施します。調査研究を踏まえ、

令和13年度までに実施し、再商品化事業者へ引き渡します。 

 



2 循環型社会形成推進のための現状と目標 

 
3 

２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

⑴ 一般廃棄物等の処理の現状 

令和4年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図1のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図1 一般廃棄物の処理状況フロー 
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⑵ 生活排水の処理の現状 

令和4年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は図2のとおりであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口 

※ 端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図2 生活排水の処理状況フロー 
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集落排水施設等 
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合併処理浄化槽等 

14,630 人（9.2％） 

単独処理浄化槽 

13,530 人（8.5％） 

非水洗化人口 

940 人（0.6％） 

浄化槽汚泥 

発生量 

23,478.99 
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し尿発生量 

1,763.59 ㎘/年 
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⑶ 一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、

表2のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表2 減量化、再生利用に関する現状と目標 

指標 
現状（割合※1） 

（令和4年度） 

目標（割合※1） 

（令和13年度）※4 

排出量 事業系 総排出量 

1事業所当たりの排出量※2 

20,800ｔ 

2.98ｔ/事業所 

21,190ｔ（1.9％） 

3.17ｔ（6.7％） 

生活系 総排出量 

1人当たりの排出量※3 

29,847ｔ 

176㎏/人 

25,464ｔ（-14.7％） 

151㎏（-14.2％） 

合計 事業系生活系排出量合計 50,647ｔ 46,654ｔ（-7.9％） 

再生 

利用量 

直接資源化量 1,931ｔ（ 3.8％） 1,753ｔ（ 3.8％） 

総資源化量 10,120ｔ（19.2％） 7,625ｔ（16.1％） 

エネル

ギー回

収量 

年間の発電電力量 

大垣市クリーンセンター 
7,950 ＭＷｈ 7,308 ＭＷｈ 

年間の熱回収量（発電電力分含む） 

大垣市クリーンセンター 
4.07×102 TＪ 3.74×102 TＪ 

年間の熱回収量（大垣市搬入比率分） 

西濃環境保全センター 
4.27×103ＧＪ 3.92×103ＧＪ 

最終 

処分量 
埋立最終処分量 2,435ｔ（4.8％） 2,315ｔ（5.0％） 

※1 排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する

割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合 

※2 1事業所当たりの排出量＝（事業系ごみの総排出量－事業系ごみの資源ごみ量）／

事業所数 

※3 1人当たりの排出量＝（生活系ごみの総排出量－生活系ごみの資源ごみ量）／人口 

※4 目標年度は、計画に基づく施策の効果が現れる計画終了の翌年度とする。 

※5 事業系廃棄物に関しては増加と予測している。これは本来事業系一般廃棄物とし

て排出されるべき廃棄物が、生活系一般廃棄物として排出されないよう適正排出に

ついて指導を続けていく計画であるため、生活系は減少し事業系は増加することが

一因と考えられる。なお、事業系総排出量・１事業所あたりの排出量は増加と予測し

ているが、生活系と合算した総排出量については、現状と比較し減量となる見込みで

ある。 
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《用語の定義》 

排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみ

を除く。）〔単位：ｔ〕 

総資源化量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：ｔ〕 

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電力量〔単位：

ＭＷｈ〕及び熱利用量〔単位：ＧＪ〕 

最終処分量：埋立処分された量〔単位：ｔ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー 
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⑷ 生活排水の処理の目標 

生活排水処理については、表3に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を

進めていくものとする。 

 

表3 生活排水処理に関する現状と目標 

 令和4年度実績 令和13年度目標 

処

理

形

態

別

人

口 

公共下水道 128,719人（81.1％） 138,158人（87.5％） 

農業集落排水施設等 857人（0.5％） 838人（0.5％） 

合併処理浄化槽等 14,630人（9.2％） 18,811人（11.9％） 

未処理人口 14,470人（9.1％） 0人（0％） 

合  計 158,676人（100.0％） 157,807人（100.0％） 

し

尿 

・

汚 

泥 

量 

汲み取りし尿量 1,763.59㎘ 0㎘ 

浄化槽汚泥量 23,478.99㎘ 12,771.9㎘ 

合  計 25,242.58㎘ 12,771.9㎘ 

※ 端数処理により割合・合計が合わないことがある。 
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※ 端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図4 目標達成時の生活排水の処理状況フロー 
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３ 施策の内容 

⑴ 発生抑制、再使用の推進 

① 有料化 

家庭系ごみについては、令和5年1月から可燃・不燃ごみに有料指定ごみ袋制度を

導入した。 

事業系ごみについては、ごみ処理券を媒体として、処理料金を徴収している。今

後も、排出抑制のために有料収集を継続する。 

 

② 環境教育、普及啓発 

小中学校と連携して、ごみに関する環境学習の場を提供するとともに、市の出前

講座を継続的に開催する。 

また、本市では、国の掲げる3Ｒ「リデュース、リユース、リサイクル」に「リフ

ューズ」を加えた4つのＲにより、ごみ減量化を推進しており、環境イベントやメデ

ィア等を利用して4Ｒを普及啓発する。 

 

③ 生ごみたい肥化の推進 

ダンボールコンポストのほか、生ごみ処理機、設置型のコンポスト、ＬＦＣコン

ポスト等、生活様式に合わせた生ごみ処理容器等の購入補助を実施し、たい肥化を

推進する。 

 

④ ごみ分別の推進 

家庭から排出されるもえるごみの中に多く含まれている「雑がみ」の資源化に努

める。広報等で周知・啓発を行う。 

 

⑤ 生活排水対策 

家庭等から排出される汚濁負荷量の削減のため、次の周知・啓発を行う。 

1) 広報活動の実施 

2) 廃油ポット、三角コーナーネット、拭取紙等の排出抑制用品の普及 

3) 無リン洗剤、せっけんの使用 
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⑵ 処理体制 

① 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表4、表5のとおりである。 

今後も、資源化を推進するとともに、焼却熱の有効利用とＣＯ2の削減に努める。 

 

② 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

生活系ごみの分別区分に準じ、収集、処分を行う。 

また、事業に供する面積が1,000㎡以上の事業者に対しては、事業系一般廃棄物の

減量・処理に関する計画を作成・提出してもらい、計画に基づき推進していく。 

今後は、事業系ごみの一層の減量化・資源化を進めるため、持込処理手数料の見

直しを検討していく。 

 

③ 一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

事業活動に伴って生じる廃棄物のうち、紙くず、木くず、繊維くずの焼却処理を

行っており、当面現状のとおりである。 

 

④ 生活排水処理の現状と今後 

生活排水の処理については、引き続き、下水道や農業集落排水処理施設が整備さ

れていない人口散在地域等で合併処理浄化槽の整備を進めていく。 

また、し尿、浄化槽汚泥（農業集落排水からの汚泥を含む）については、現在、

し尿処理施設において処理し、生じた汚泥を脱水後、焼却処分やたい肥化等資源化

を行っており、今後も、再生利用を推進していく。 
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表4 大垣市の分別区分と処理方法の現状 

現 状（令和4年度） 

区分 処理方法 処理施設等 

もえるごみ 焼却（熱回収） 

※ 発電・余熱利用 

 

 

焼却（熱回収） 

※ 余熱利用 

大垣市クリーンセンター 

※ 旧大垣市（国道21号線以北を除く）及

び旧上石津町 

西濃環境保全センター 

※ 旧大垣市（国道21号線以北）及び旧墨

俣町 

もえないごみ 
破砕、選別、貯留 西南濃粗大廃棄物処理センター 

大型ごみ 

有害ごみ リサイクル 委託（資源化） 

資

源

ご

み 

カン リサイクル 委託（資源化） 

ビン（3種） リサイクル 委託（資源化） 

ペットボトル リサイクル 委託（資源化） 

プラスチック

製容器包装 
選別、圧縮・結束、貯留 大垣市リサイクルセンター 

厨芥類 たい肥化 大垣市クリーンセンター 

廃食用油 リサイクル 委託（資源化） 

小型家電 リサイクル 大垣市クリーンセンター 

古紙類 リサイクル 大垣市リサイクルセンター 

がれき類 最終処分 一般廃棄物最終処分場 
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表5 大垣市の分別区分と処理方法の今後 

今 後（令和13年度） 

区分 処理方法 処理施設等 

もえるごみ 焼却（熱回収） 

※ 発電・余熱利用 

 

 

焼却（熱回収） 

※ 余熱利用 

大垣市クリーンセンター 

※ 旧大垣市（国道21号線以北を除く）お

よび旧上石津町 

西濃環境保全センター 

※ 旧大垣市（国道21号線以北）および旧

墨俣町 

もえないごみ 
破砕、選別、貯留 西南濃粗大廃棄物処理センター 

大型ごみ 

有害ごみ リサイクル 委託（資源化） 

資

源

ご

み 

カン リサイクル 委託（資源化） 

ビン（3種） リサイクル 委託（資源化） 

ペットボトル リサイクル 委託（資源化） 

プラスチック

製容器包装 
選別、圧縮・結束、貯留 大垣市リサイクルセンター 

厨芥類 たい肥化 大垣市クリーンセンター 

廃食用油 リサイクル 委託（資源化） 

小型家電 リサイクル 大垣市クリーンセンター 

古紙類 リサイクル 大垣市リサイクルセンター 

がれき類 最終処分 一般廃棄物最終処分場 

※ プラスチック製容器包装以外のプラスチック使用製品廃棄物の分別区分と処理方法に

ついては、現状を踏まえ検討を続ける。 
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⑶ 処理施設等の整備 

① 廃棄物処理施設の整備 

上記⑵の統一化後の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表6のとおり必要

な施設整備を行う。 

 

表6 整備する処理施設 

事業

番号 

整備施設

種類 
事業名 処理能力 設置予定地 

事業

期間 

国土 

強靭化 

1 

エネルギ

ー回収推

進施設 

大垣市クリーン

センター基幹的

設備改良事業 

240ｔ/24ｈ 

（80ｔ/日×3炉） 

大垣市米野町

3丁目1番地1 

Ｒ9 

～ 

Ｒ12 

－ 

（整備理由） 

事業番号1  現有施設の長寿命化を図るため、長寿命化計画に基づき基幹的設備の

改良を行う。 

 

② 合併処理浄化槽の整備 

合併処理浄化槽の整備については、表7のとおり行う。 

 

表7 合併処理浄化槽整備計画 

事業 

直近の整備済 

基数（基） 

（令和4年度） 

整備計画

基数

（基） 

整備計画

人口

（人） 

事業期間 国土強靭化 

浄化槽設置整備事業 26 203 840 Ｒ6～Ｒ12 － 
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⑷ 施設整備に関する計画支援事業 

⑶の施設整備に先立ち、表8のとおり計画支援事業を行う。 

 

表8 実施する計画支援事業 

事業

番号 
事業名 事業内容 事業期間 

1 
大垣市クリーンセンター基幹的設備改良事業

（事業番号1）に係る発注支援業務 

基幹的設備改良事業

発注仕様書作成 
Ｒ8 

 

⑸ その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成するために次の施策を実施していく。 

 

① 処理困難物等の取り扱い 

処理困難物等は、排出者自ら製造者や販売業者に処理を依頼することとし、住民

及び事業者に対し理解と協力を求めるとともに、広報等を通じて適正な処理・回収

ルートを活用するよう住民へ啓発する。 

 

② 廃家電・使用済み小型家電のリサイクルに関する普及啓発 

廃家電・使用済み小型家電のリサイクルについては、家電リサイクル法及び小型

家電リサイクル法に基づく、適切な回収、再商品化がなされるよう、関連団体や小

売店などと協力して、普及啓発を行う。 

 

③ 不法投棄対策 

各自治会などと一体となった普及啓発により、分別区分の徹底を進めるとともに、

パトロールの強化を行う。また、不法投棄の多い地域に啓発看板を設置し、不法投

棄防止を図る。 

 

④ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

本市では、令和2年度に「大垣市災害廃棄物処理計画」を策定し、岐阜県災害廃棄

物処理計画（県計画）の改定に伴い、令和4年度に県計画との整合をはかるため、「大

垣市災害廃棄物処理計画」を改定した。 
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４ 計画のフォローアップと事後評価 

⑴ 計画のフォローアップ 

大垣市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に

応じて、岐阜県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直し

を行うこととする。 

 

⑵ 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速や

かに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるもの

とする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化を踏まえ、必要に応じ計画を見直すも

のとする。 
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別添1 対象地域図 

 

別添2 一部事務組合の構成市町図 
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別添3 大垣市の可燃ごみ（もえるごみ）の搬入先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添4 トレンドグラフ 

⑴ 人口                              単位：人 

 

  

161,308

161,123

160,485

159,359
158,676

159,200

159,051

158,901

158,707

158,512

158,318

158,123

157,928

157,807

150,000

152,000

154,000

156,000

158,000

160,000

162,000

164,000
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⑵ 事業所数                            単位：数 

 

⑶ 事業系ごみ排出量                        単位：ｔ 

 

  

7,292 
7,182 

7,160 

7,140 

6,972 

6,923 

6,880 

6,841 

6,807 

6,776 

6,747 

6,720 

6,696 

6,674

6,000

6,200

6,400

6,600

6,800

7,000

7,200

7,400

20,946 

21,699 

19,262 

20,049 

20,800 
21,997 

22,056 

21,493 

21,601 

21,065 

21,116 

21,217 

21,319 

21,190 

2.86 
3.01 

2.70 
2.81 

2.98 3.16 
3.19 

3.13 
3.16 

3.09 
3.11 

3.14 
3.17 

3.17 

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

事業系ごみ総排出量 1事業所あたりの排出量
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⑷ 生活系ごみ排出量                      単位：ｔ、㎏ 

 

⑸ 総資源化量                           単位：ｔ 

 

  

29,218 
29,349 

29,986 

29,107 

29,847 

26,512 
26,369 

26,303 
26,216 

26,195 
26,032 

25,939 
25,845 

25,464 

169 
170 174 170 176 

155 
154 154 154 

154 153 153 153 151 

0

50

100

150

200

250

300

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

生活系ごみ総排出量 1人あたりの排出量

10,907 

10,591 
9,763 

9,839 
10,120 

8,867 

8,635 
8,383 

8,216 
8,024 

7,878 
7,772 

7,687 
7,625 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
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⑹ エネルギー回収量                      単位：ＭＷＨ 

 

⑺ 最終処分量                           単位：ｔ 

 

7,650 
7,847 

8,137 

8,242 

7,950 
8,182 

8,181 

8,149 

8,086 

7,991 

7,865 

7,708 
7,520 

7,308 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

2,223 

2,579 

2,079 
2,234 

2,435 
2,285 

2,288 

2,292 
2,300 

2,309 
2,311 

2,319 
2,327 

2,315 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000
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別添5 地域内の施設の現況 
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別添6 ハザードマップ 
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様式1 

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画 総括表1 

１ 地域の概要 

⑴ 地域名 大垣市 ⑵ 地域内人口 158,676人 ⑶ 地域面積 206.57㎢ 

⑷ 構成市町村等名 大垣市 ⑸ 地域の要件 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪 山村 半島 過疎 その他 

⑹ 構成市町村に一部事務組合等が含まれる場合、

当該組合の状況 

組合構成する市町村：            設立（予定）年月日： 

設立されていない場合、今後の見通し： 

 

２ 一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標 

 

指標・単位 年 

過去の状況・現状（排出量等に対する割合） 目標 

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和13年度 

排出量 

事業系 総排出量（ｔ） 

    1事業所当たりの総排出量 

    （ｔ/事業所） 

生活系 総排出量（ｔ） 

    1人当りの総排出量（㎏/人） 

合 計 事業系生活系の総排出量 

合計（ｔ） 

20,946 

2.86 

 

29,218 

169 

50,164 

21,699 

3.01 

 

29,349 

170 

51,048 

19,262 

2.70 

 

29,986 

174 

49,248 

20,049 

2.81 

 

29,107 

170 

49,156 

20,800 

2.98 

 

29,847 

176 

50,647 

集計中 

21,190 

3.17 

 

25,464 

151 

46,654 

再生利用量 
直接資源化量（ｔ） 

総資源化量（ｔ） 

2,023 

10,907 

1,979 

10,591 

2,001 

9,763 

1,977 

9,830 

1,931 

10,120 
集計中 

1,753 

7,625 

エネルギー

回収量 

年間の発電電力量 ＭＷＨ 

年間の熱利用量 ＧＪ 

7,650 7,847 8,137 8,242 7,950 集計中 7,308 

404,100 411,500 410,200 415,300 406,900 集計中 373,941 

最終処分量 埋立最終処分量（ｔ） 2,223 2,579 2,079 2,234 2,435 集計中 2,315 
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一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容 

 

３ 一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定 

⑴ 現有施設リスト 

施設種別 施設名 
事業 

主体 
形式及び処理方式 竣工年月 

処理能力

（単位） 

廃止または休止

（予定）年月 

解体（予定）

年月 

想定される 

浸水深と対策 
備考 

ごみ焼却施設 

大垣市 

クリーン 

センター 

大垣市 
流動床式焼却炉 

（全連続燃焼式） 

平成8年 

2月 

80ｔ/24ｈ

× 

3炉 

－ － 

洪水によって想定

される浸水深5～

10ｍ浸水防止対応

型扉の設置を検討

する。また、廃棄物

の搬入が出来なく

なった場合、岐阜

県に広域処理要請

を行う。 

基幹

改良 

リサイクル 

センター 

大垣市 

リサイクル

センター 

大垣市 

受入・貯留 

手選別 

圧縮・梱包 

平成24年 

3月 

3.7ｔ/日

（5ｈ） 
－ － 継続 

最終処分場 
荒川町 

最終処分場 
大垣市 

管理型 

セル方式 
平成4年9月 87,000㎥ － － 

（浸水深0ｍ）施

設への浸水の恐れ

は無い。 

 

 

 

最終処分場 

上石津町 

上多良 

最終処分場 

大垣市 
安定型 

投げ込み式 

平成15年 

2月 
104,000㎥ － － 
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最終処分場 
草道島町 

最終処分場 
大垣市 

安定型 

投げ込み式 

昭和62年 

3月 
8,400㎥ － － 

 

 

最終処分場 
墨俣町 

最終処分場 
大垣市 

安定型 

投げ込み式 
平成6年4月 8,210㎥ － － 

（浸水深5～10ｍ）

施設への浸水、災

害により廃棄物の

搬入が出来なくな

った場合、岐阜県

に広域処理要請を

行う。 

 

 

⑵ 更新（改良）・新設施設リスト 

施設種別 施設名 
事業 

主体 
形式及び処理方式 

竣工予

定年月 

更新（改良）・

新設理由 

廃焼却施設

解体の有無 

（解体施設

の名称） 

廃焼却施設

解体事業 

着手年月 

完了年月 

想定される 

浸水深と対策 

プラスチック

再商品化を実

施するための

施設整備事業 

備考 

ごみ焼却

施設 

大垣市 

クリーン

センター 

大垣市 
流動床式焼却炉 

（全連続燃焼式） 

平成8年 

2月 

施設の延命化

及び二酸化炭

素排出量削減

のための基幹

的設備改良 

－ － 

盛土及び発電

機等重要機器

の上層階への

設置検討 

－  
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４ 生活排水処理の現状と目標 

 

指標・単位 

過去の状況・現状（排出量等に対する割合） 目標 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2年度 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

13年度 

総人口  161,308 161,123 160,485 159,359 158,676 集計中 157,807 

公共下水道 
汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率または汚水処理人口普及率 

122,860 

76.17％ 

123,664 

76.75％ 

128,617 

80.14％ 

128,366 

80.55％ 

128,719 

81.12％ 
集計中 

138,158 

87.5％ 

集落排水 

施設等 

汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率または汚水処理人口普及率 

969 

0.60％ 

939 

0.58％ 

921 

0.57％ 

874 

0.55％ 

857 

0.54％ 
集計中 

838 

0.5％ 

合併処理 

浄化槽等 

汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率または汚水処理人口普及率 

17,670 

10.95％ 

17,616 

10.93％ 

15,075 

9.40％ 

14,800 

9.29％ 

14,630 

9.22％ 
集計中 

18,811人 

11.9％ 

未処理人口 
汚水衛生未処理人口 19,809 

12.28％ 

18,904 

11.74％ 

15,872 

9.89％ 

15,319 

9.61％ 

14,470 

9.12％ 
集計中 

0 

0.0％ 

 

５ 浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定 

施設種別 事業主体 
現有施設の内容 整備予定基数の内容 

備考 
基  数 処理人口 開始年度 基  数 処理人口 目標年次 

浄化槽設置整備事業 大垣市 3,019 14,630 Ｈ3 203 840 Ｒ12  
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様式 2 

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表2 

事業種別 事業

番号 

※1 

事業主

体名称 

※2 

規模 
事業期間 

※5 
総事業費（千円） 

 
事業名称  単位 開始 終了  

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

令和 

9年度 

令和 

10年度 

令和 

11年度 

令和 

12年度 

エネルギー回

収等に関する

事業 

              

 基幹的設備

改良事業 
1 大垣市 240 

ｔ/24

ｈ 
Ｒ9 Ｒ12 5,102,000 0 0 0 357,136 1,734,672 1,785,700 1,224,492 

浄化槽に関す

る事業 
              

 浄化槽設置

整備事業 
 大垣市 203 基 Ｒ6 Ｒ12 96,201 13,743 13,743 13,743 13,743 13,743 13,743 13,743 

施設整備に関

する計画支援

事業 

              

 基幹的設備

改良事業発

注仕様書作

成 

1 大垣市 ‐ ‐ Ｒ8 Ｒ8 7,200 0 0 7,200 0 0 0 0 

合計       5,205,401 13,743 13,743 20,943 370,879 1,748,415 1,799,443 1,238,235 
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事業種別 事業 

番号 

※1 

事業主

体名称 

※2 

規模 
事業期間 

※5 
交付対象事業費（千円） 

 
事業名称  単位 開始 終了  

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

令和 

9年度 

令和 

10年度 

令和 

11年度 

令和 

12年度 

エネルギー回収

等に関する事業 
              

 基幹的設備改

良事業 
1 大垣市 240 ｔ/24ｈ  Ｒ9 Ｒ12 1,530,600 0 0 0 107,141 520,402 535,710 367,347 

浄化槽に関する

事業 
              

 浄化槽設置整

備事業 
 大垣市 203 基 Ｒ6 Ｒ12 96,201 13,743 13,743 13,743 13,743 13,743 13,743 13,743 

施設整備に関す

る計画支援事業 
              

 基幹的設備改

良事業発注仕

様書作成 

1 大垣市 ‐ ‐ Ｒ8 Ｒ8 7,200 0 0 7,200 0 0 0 0 

合計       1,634,001 13,743 13,743 20,943 120,884 534,145 549,453 381,090 
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【参考資料様式2】 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

都道府県名 岐阜県 

⑴ 事業主体名 大垣市 

⑵ 施設名称 大垣市クリーンセンター 

⑶ 工期 令和9年度 ～ 令和12年度 

⑷ 施設規模 処理能力240ｔ/24ｈ（80ｔ/24ｈ×3炉） 

⑸ 形式及び処理方式 流動床式焼却炉（全連続燃焼式） 

⑹ 余熱利用の計画 
１.発電の有無   有（発電効率 約7％） 

２.熱回収の有無  有（熱利用率 約20％） 

⑺ 地域計画内の役割 

基幹的設備改良事業を行い、管内全域から発生する生活ご

みの適正処理を継続するとともに、二酸化炭素排出量を削減

することにより、地球環境保全に寄与する。 

二酸化炭素削減率： 3％以上 

⑻ 廃焼却施設解体 

工事の有無 
無 

 

「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

⑼ 燃料利用計画  

 

「メタンガス化施設」を整備する場合 

⑽ バイオガス熱利用率    kWh/ごみｔ 

⑾ バイオガスの利用 

計画 
 

 

⑿ 総事業計画額 5,102,000 千円 
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【参考資料様式7】 

施設概要（浄化槽系） 

都道府県名 岐阜県 

⑴ 事業主体名 大垣市 

⑵ 事業名称 浄化槽設置整備事業 

⑶ 事業の実施目的及び

内容 

大垣市では、生活排水による河川の水質汚濁の進行を防止

し、生活環境の保全を図ることを目的として、下水道計画区

域外等で、単独処理浄化槽又は汲取り便槽から合併処理浄化

槽へ転換や新設設置する者に対して,予算の範囲内で補助金

を交付する。 

⑷ 事業期間  令和6年度 ～ 令和12年度 

⑸ 事業対象地域の要件 
人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪 山村 半島 

過疎 その他 

⑹ 事業計画額 交付対象事業費 96,201千円 
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○ 事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 

【浄化槽設備整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 

（  人分） 
基準額合計 総事業費 

交付対象 

事業費 

5人槽 105基（330人分） 34,860,000 34,860,000 34,860,000 

6～7人槽 70基（300人分） 28,980,000 28,980,000 28,980,000 

8～10人槽 21基（100人分） 11,508,000 11,508,000 11,508,000 

11～20人槽 7基（110人分） 6,573,000 6,573,000 6,573,000 

21～30人槽 基（ 人分）    

31～50人槽 基（ 人分）    

51人槽以上 基（ 人分）    

宅内配管費 35基 10,500,000 10,500,000 10,500,000 

撤去費 
単独処理浄化槽21基 

汲み取り便槽14基 

2,520,000 

1,260,000 

2,520,000 

1,260,000 

2,520,000 

1,260,000 

雨水貯留槽 

再利用 
基    

改装費（災害） 基    

改築費 

（長寿命化） 
基    

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び

管理適正化推進費 
   

合 計 

203基（840人分） 

※ 基数の合計には、

宅内配管費、撤去費、

改築費を除く。 

96,201,000 96,201,000 96,201,000 
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【参考資料様式8】 

計画支援概要 

都道府県名 岐阜県 

⑴ 事業主体名 大垣市 

⑵ 事業目的 ごみ焼却施設延命化の為の基幹的設備改良に資するため 

⑶ 事業名称 
基幹的設備改良事業

発注支援業務 
  

⑷ 事業期間 令和8年度 
令和 年度 ～ 

令和 年度 

令和 年度 ～ 

令和 年度 

⑸ 事業概要 

基幹的設備改良事業

の発注仕様書作成等

業務 

  

 

⑹ 総事業 

計画額 
 7,200千円 

 千円 

うち、交付対象事業費 

 千円 

 千円 

うち、交付対象事業費 

 千円 

 

 

 

 

 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大垣市循環型社会形成推進地域計画 

 

令和５年１１月 

 

発行 岐阜県大垣市生活環境部 

編集 クリーンセンター 

岐阜県大垣市米野町3丁目1番地1 

電話 （0584）89-4124 

 

 


